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会員規約  

令 和 ４ 年 １ ０ 月 １ 日 制 定  
令 和 ６ 年 ６ 月 １ ６ 日 一 部 変 更  

 

第１章 総  則  

（目 的） 
第１条 本規約は、一般財団法人大泉名水会（以下「当法人」という。）から水道供給を

受ける者（以下「会員」という。）の入退会及び当法人と会員間の水道供給契約

の内容について定めることを目的とする。 

（会員の加入資格） 

第２条 当法人の給水地域内に居住する者は、当法人に入会を申し込むことができる。 

 

第２章 会 員 

（入会の申込手続） 

第３条 入会を申し込む者は、会員規約を遵守することを確約した上、当法人事務所に当

法人所定の水道使用申込書を提出しなければならない。 

２ 当法人は、次の各号のいずれかに該当する場合、入会申込みを拒絶することがで

きる。 

① 申込者が反社会的勢力に該当し又は関係すると合理的に認められる場合 

② 前号のほか、当法人の円滑な事業運営に支障を及ぼすおそれがあると認めら

れる場合 

（会員の権利） 

第４条 会員は、当法人の定めるところにより当法人の給水サービスを受けることができ

る。 

   ２ 会員は､オブザーバーとして定時評議員会に出席し、意見を陳述することができ

るものとする。 

（会員の義務） 

第５条 会員は、当法人に対し、当法人の定める方法及び時期に従い、水道水使用量に応

じた維持管理費（維持分担金）を支払う義務を負う。 

   ２ 会員は、やむを得ない事情がない限り、各地区班毎に順番制により選出され、

当法人事業の運営を支援する班長を 2 年間務めなければならない。 

   ３ 給水装置の新設・改造・修繕・撤去に要する費用は、会員自らが負担するもの
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とする。ただし、当法人が主体となって行う公道に埋設されている給水管の修

繕・撤去に要する費用は、当法人が負担するものとする。 

   ４ 会員は、当法人が会員の維持管理費（維持分担金）を算定するため、東京都下

水道局から会員の下水道使用に関する情報（「組合水道（井戸水道）検針通

知」）の提供を受けることを承諾する。 

（禁止行為） 

第６条 会員は、次の各号に定める事項を行ってはならない。 

① 当法人の承認を得ずに、当法人名で活動し又はその準備をすること 

② 当法人の運営を妨げる行為又はそのおそれがある行為をすること 

③ 当法人の信用を毀損する行為又はそのおそれがある行為をすること 

④ 当法人に対して虚偽の申告又は報告をすること 

⑤ 会員規約その他会員が遵守すべき規定に違反する行為をすること 

⑥ 前各号のほか、当法人が不適切であると判断する行為をすること 

（休止・退会） 

第７条 会員は、当法人に対し、特段の事由がある場合を除き１か月前までに当法人所定

の休止届出書を提出することにより、２年を超えない期間において水道使用を休

止することができる。 

２ 会員は、休止期間中は、維持管理費（維持分担金）の支払義務は負わないもの

とする。なお、会員は、休止期間中においても、水流停滞による水質変化を防止

するため当法人係員が定期的に吐水することを予め許諾する。 

３ 会員は、当法人に対し、特段の事由がある場合を除き１か月前までに、当法人

所定の退会届出書を提出することにより当法人から退会することができる。な

お、会員は、退会前に当法人に対する全ての支払債務を履行しなければならない

ものとする。 

４ 当法人は、会員につき次の各号のいずれかに該当する場合は、当該会員を退会 

させることができる。 

① 第６条各号に定める禁止行為を行った場合 

② 水道使用申込書の記載に虚偽があったことが判明した場合 

③ 反社会的勢力に該当し又は関係することが判明した場合 

④ 次条第 3 項の給水停止措置が６ヶ月以上継続した場合 

⑤ 前各号のほか、会員として相応しくないと認められる場合 

（給水停止） 

第８条 当法人は、会員が本規約に違反したとき又は維持分担金の滞納が特段の理由なく

２回以上となった場合は、会員に対し、是正期間を定めて違反行為の是正又は未

納金の納付を求めることができる。 
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２ 当法人は、前項により是正を求められた会員が是正期間内に違反行為の是正又

は未納金の納付をしないときは、当該会員に対し、給水停止を予告することがで

きる。 

３ 当法人は、前項の予告を行ったにもかかわらず、予告を受けた会員が違反行為

を是正又は未納金の納付をしないときは、当該会員に対し、給水を停止すること

ができる。 

（免責及び損害賠償） 

第９条 当法人が会員に対して本規約に基づいて給水停止、退会の措置等を行った場合、

会員は、当法人に対して、一切異議を申し出ることはできず、また、損害賠償を

請求することはできないものとする。 

２ 給水設備の点検、修理、故障その他の原因により会員への給水が停止した場合

においても、当法人は、会員に対して、賠償の責めは負わないものとする。 

 

第３章 維持分担金 

 

（ 維持分担金の構成）  

第 10 条  維持分担金は 、 基 本 料 金 と 従 量 料 金 と の 合 計 額 に 消 費 税 額 を 加 算 し

て 得 ら れ た 額 と す る 。  

（ 基 本 料 金 と 従 量 料 金 ) 

第 11 条  基 本 料 金 及 び 従 量 料 金 は 、 使 用 水 量 （ 単 位 は ㎥ ） に 応 じ 、 2 ヶ 月

分 あ た り 別 表 「 維 持 分 担 金 算 定 表 」 の と お り と す る 。   

（ 料 金 の 改 定 ）  

第 12 条  維持分担金の 改 定 は 、 定 時 評 議 員 会 で の 承 認 を 得 て こ れ を 行 う 。 た

だ し 、 消 費 税 率 の 改 定 に よ る も の は こ の 限 り で は な い 。   

（ 水 道 水 使 用 量 と 料 金 徴 収 月 ）  

第 13 条  会 員 の 水 道 水 の 使 用 量 は 、 東 京 都 下 水 道 局 か ら 提 供 さ れ る 「 組 合

水 道 （ 井 戸 水 道 ） 検 針 通 知 」 に 基 づ く も の と す る 。  

２ 会員は、維持分担金を原則として口座引落しの方法により支払うものとする。

なお、当法人が認めた場合には、その他の支払方法も可能とする。 

３ 会員は、維持分担金を２か月毎に支払うものとする。 

（ 中 途 使 用 の 場 合 の 料 金 ）  

第 14 条  月 の 中 途 に お い て 水 道 の 使 用 を 開 始 し 、 又 は 使 用 を や め た 場 合 の

料 金 は 、 日 割 り 計 算 は 行 わ ず 前 条 に 準 ず る も の と す る 。  

（ 特 別 料 金 ）  
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第 15 条  大 口 水 道 水 使 用 会 員 等 に 対 し て 、 特 別 の 事 由 が あ る 場 合 は 、 理 事

会 の 議 決 を 経 て 個 別 に 維 持 分 担 金 を 設 定 す る こ と が で き る 。  

（維持分担金の減免） 

第 16 条 当法人は、会員から経済上の理由で維持分担金の支払が困難である旨の申請が

あったときは、理事長の承認を得て、当該会員に対する維持分担金の支払を減免

することができる。 

２  前 項 に よ る 減 免 額 は 、 基 本 料 金 と 一 月 当 た り 使 用 水 量 １ ０ ㎥ ま で の

分 に 係 る 従 量 料 金 と の 合 計 額 に 消 費 税 額 を 加 算 し て 得 た 額 と す る 。  

 

第４章 雑 則 

 

（口座振替手数料） 

第 17 条 口座振替手数料は当法人の負担とする。ただし、口座凍結など事情のある場合

を除き、残高不足に振替不能分の手数料は会員の負担とする。  

（本規約の追加・変更） 

第 18 条 当法人の評議員会の決議により、本規約の全部又は一部を変更することができる。 

  ２  前 項 に よ り 本 規 約 が 変 更 さ れ た 場 合 は 、 当 法 人 は 速 や か に 変 更 内 容

を 会 員 に 周 知 す る 。  

（ 施 行 期 日 ）  

第 19 条 この規約は、令和４年 10 月１日から施行する（令和 4 年 10 月 1 日評議員会議

決）。 

 

以上 
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＜別表＞ 

 


